
●外国人労働者数は過去最高を更新するも、増加率は減少した
最後に、第１－(２)－17図により、外国人労働者の状況についてみると、2021年10月末の
外国人労働者数は約172.7万人となり、2007年に外国人雇用状況の届出が義務化されて以来
過去最高を更新したものの、感染症の拡大による外国人の入国制限等の影響から、増加率は
0.2％と鈍化した。在留資格別にみると「身分に基づく在留資格」が最も多く、次いで「専門
的・技術的分野の在留資格」「技能実習」が多い。前年比でみると、「特定活動」「専門的・技術
的分野の在留資格」の増加率が大きかったが、「技能実習」「資格外活動」では減少率が大き
かった。国籍別にみると、ベトナムが最も多く、次いで中国、フィリピンが多い。

第１－（２）－17図 外国人労働者の概観
○　2021年10月末の外国人労働者数は約172.7万人となり、2007年に外国人雇用状況の届出が義
務化されて以来過去最高を更新したものの、増加率は鈍化した。
○　在留資格別にみると「身分に基づく在留資格」が最も多い。前年比でみると、「特定活動」、「専門
的・技術的分野の在留資格」は増加率が大きかった一方で、「技能実習」、「資格外活動」では減少率
が大きかった。
○　国籍別にみると、ベトナムが最も多い。
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（２）在留資格別（ 年 月末現在）（１）外国人労働者数の推移（千人）
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資料出所　厚生労働省「『外国人雇用状況』の届出状況まとめ」をもとに厚生労働省政策統括官付政策統括室にて作成
（注）　Ｇ７等とは、フランス、アメリカ、イギリス、ドイツ、イタリア、カナダ、オーストラリア、ニュージーラン

ド、ロシアをいう。

	 第３節	 求人・求職の動向

●2021年は新規求人数に回復傾向がみられる中、有効求人数が増加したものの、有効求職者
数も年後半に増加がみられ、有効求人倍率は横ばいで推移した
本節では求人や求職者の動向についてみていく。
第１－（２）－18図により、労働力需給の状況を示す指標である新規求人倍率、有効求人倍率、
新規求人数、新規求職申込件数、有効求人数及び有効求職者数の動向について概観する。
まず、労働力需要を示す新規求人数、有効求人数については、2009年以降長期的に増加傾
向にあったが、感染症の拡大による景気減退の影響から、最初の緊急事態宣言が発出された
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2020年４月～５月を中心に急激かつ大幅に減少した。2020年７月以降は、経済社会活動が
徐々に活発化し、長期的に続く人手不足の状況も背景に、新規求人数に緩やかな回復傾向が続
き、有効求人数にも持ち直しの動きが続いている。その結果、2021年平均では、新規求人数
は前年比4.1％増、有効求人数は同1.6％増とやや増加がみられた。
一方、労働力供給の状況を示す指標である新規求職申込件数3、有効求職者数については、
2009年以降長期的には減少傾向で推移している。感染症の影響による大幅な増加は新規求職
申込件数ではみられなかったものの、有効求職者数は2020年６月～７月に大幅に増加した。
2021年は、新規求職申込件数は横ばいで推移した一方で、有効求職者数は年後半に増加がみ
られた。その結果、2021年平均では、新規求職申込件数は前年比0.5％増、有効求職者数は
同6.6％増と増加がみられた。
以上の労働力需要、労働力供給の状況から、求職者１人に対する求人件数を表す求人倍率の
状況をみると、2021年の新規求人倍率は年平均で前年差0.07ポイント上昇の2.02倍となり、
月別にみても回復傾向がみられた。一方、有効求人倍率は、有効求人数が増加傾向で推移した
ものの、年後半には有効求職者数の増加も同時にみられたため、年平均で前年差0.05ポイン
ト低下の1.13倍となり、月別でみても横ばいで推移した。

第１－（２）－18図 求人・求職に関する主な指標の推移
○　新規求人数、有効求人数は、2009年以降増加傾向で推移したが、2020年前半に大幅に減少した。
その後は新規求人数に回復傾向がみられ、有効求人数も持ち直しが続いている。一方、新規求職申
込件数、有効求職者数は、2009年以降減少傾向で推移しており、新規求職申込件数は感染症の影響
による大幅な増加はみられなかったものの、有効求職者数は大幅に増加、その後横ばいで推移し、
2021年後半には増加もみられた。
○　その結果、2021年は、新規求人倍率は年平均で前年差0.07ポイント上昇の2.02倍となり、有効
求人倍率は、有効求人数が増加したものの、有効求職者数も年後半に増加がみられたため、年平均
で前年差0.05ポイント低下の1.13倍となった。

有効求職者数

有効求人数

有効求人倍率（右目盛）

（年、月）

（２）有効求人数・有効求職者数・有効求人倍率（万人） （倍）

新規求職申込件数

新規求人数

新規求人倍率（右目盛）

（年、月）

（１）新規求人数・新規求職申込件数・新規求人倍率（万人） （倍）

資料出所　厚生労働省「職業安定業務統計」をもとに厚生労働省政策統括官付政策統括官室にて作成
（注）　データは季節調整値。

３　正社員の求職者数（新規、有効）はパートタイムを除く常用の求職者数（新規、有効）を指す。

41

第
２
章

第２章　雇用・失業情勢の動向



次に、雇用形態別に求人・求職の動きをみていく。第１－（２）－19図により、正社員の求
人・求職の動向をみてみる。新規求人数、有効求人数は、2009年以降増加傾向で推移してい
たが、2020年の感染症の拡大による景気減退の影響から、最初の緊急事態宣言が発出された
2020年４月に新規求人数が大きく減少し、有効求人数も2020年は減少傾向で推移した。そ
の後、新規求人数が徐々に持ち直しの動きが続く中で、2021年は有効求人数にも緩やかなが
ら回復がみられた。その結果、2021年平均で、正社員の新規求人数は前年比5.8％増、有効
求人数は前年比3.8％増と2020年の水準からの増加がみられたものの、2019年平均と比較す
るといずれも下回る水準となった。
一方、正社員の新規求職申込件数、有効求職者数は、2009年以降長期的に減少傾向で推移
しており、新規求職申込件数には感染症の影響による大幅な増加はみられなかったものの、有
効求職者数は最初の緊急事態宣言が解除された後の2020年６月～７月を中心に大幅に増加し
た。その後は、新規求職申込件数が横ばいで推移する中、有効求職者数は2021年前半までは
緩やかに減少していたが、年後半には増加がみられた。その結果、2021年は、年平均で正社
員の新規求職申込件数は前年比2.2％減と減少したものの、有効求職者数は前年比4.2％増と
増加しており、2019年平均と比較しても、新規求職申込件数は下回る水準となっている一方、
有効求職者数は依然として2019年平均を上回る水準で推移している。
2021年の正社員の新規求人倍率は、年平均で前年差0.11ポイント上昇の1.52倍と回復傾
向がみられるが、有効求職者数の水準は減少せず、有効求人数も年後半に増加傾向がみられた
ことから、正社員の有効求人倍率は年平均で前年と同水準の0.88倍となった。

第１－（２）－19図 雇用形態別にみた求人・求職に関する指標推移①（正社員）
○　正社員の新規求人数、有効求人数は、2009年以降増加傾向で推移していたが、2020年の感染症
の拡大による景気減退の影響からともに減少した。その後、新規求人数が徐々に持ち直していく中
で、有効求人数も緩やかながら回復傾向がみられた。一方、正社員の新規求職申込件数、有効求職
者数は2009年以降減少傾向で推移しており、新規求職申込件数は感染症の影響による大幅な増加は
みられなかったものの、有効求職者数は大幅に増加、その後新規求職申込件数は横ばいで推移する
中、有効求職者数は2021年後半に増加がみられた。
○　その結果、2021年の正社員の新規求人倍率は年平均で前年差0.11ポイント上昇の1.52倍となっ
た一方、有効求人倍率は年平均で前年と同水準の0.88倍となった。
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有効求人倍率（右目盛）

（２）有効求職者数・求人数／有効求人倍率
（万人） （倍）

（年、月）

新規求人数

新規求職申込件数

新規求人倍率（右目盛）

（１）新規求職申込件数・求人数／新規求人倍率
（万人） （倍）

（年、月）

資料出所　厚生労働省「職業安定業務統計」をもとに厚生労働省政策統括官付政策統括官室にて作成
（注）　データは季節調整値。
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次に、第１－（２）－20図により、パートタイムの求人・求職の動きをみてみる。パートタイ
ムの新規求人数、有効求人数は、2009年以降長期的に増加傾向で推移していたが、2020年
の感染症の拡大による景気減退の影響を受け、2020年４月～５月に新規求人数が大幅に減少、
有効求人数も大幅に減少した。その後、新規求人数が緩やかな増加傾向で推移し徐々に持ち直
していく中、有効求人数も増加傾向で推移し、2021年後半には強い持ち直しの動きもみられ
た。その結果、2021年平均では、パートタイムの新規求人数は前年比0.9％増、有効求人数
は同2.0％減となったが、2019年の水準と比較するといずれも大きく下回っている。
一方、パートタイムの新規求職申込件数、有効求職者数は、2009年以降長期的に減少傾向
で推移しており、新規求職申込件数は2020年の感染症の影響による大幅な増加はみられな
かったものの、有効求職者数は2020年６月～８月に大幅に増加した。その後は、新規求職申
込件数が横ばいで推移する中、有効求職者数は2021年前半までは横ばいで、2021年後半に
は増加傾向がみられた。その結果、2021年平均では、パートタイムの新規求職申込件数は前
年比5.9％増、有効求職者数は同11.1％増となり、2019年の水準と比較すると、新規求職申
込件数はほぼ同水準となった一方で、有効求職者数は2019年の水準を依然として大きく上回
る水準となっている。
2021年のパートタイムの新規求人倍率は、年後半には回復傾向となり、年平均で前年差
0.11ポイント低下の2.16倍となった一方で、有効求人倍率は、有効求人数、有効求職者数が
いずれも増加傾向がみられたため横ばいで推移し、年平均で前年差0.15ポイント低下の1.14
倍となった。

第１－（２）－20図 雇用形態別にみた求人・求職に関する指標の推移②（パートタイム）
○　パートタイムの新規求人数、有効求人数は、2009年以降増加傾向で推移していたが、2020年の
感染症の拡大による景気減退の影響からともに減少した。その後、新規求人数は徐々に持ち直して
いく中、有効求人数も増加傾向で推移し、2021年後半には強い持ち直しの動きがみられた。一方、
パートタイムの新規求職申込件数、有効求職者数は、2009年以降減少傾向で推移しており、新規求
職申込件数は感染症の影響による大幅な増加はみられなかったものの、有効求職者数は大幅に増加
し、その後も2021年後半に増加がみられた。
○　その結果、2021年のパートタイムの新規求人倍率は、年平均で前年差0.11ポイント低下の2.16
倍となった一方、有効求人倍率は年平均で前年差0.15ポイント低下の1.14倍となった。

有効求人数

有効求職者数

有効求人倍率（右目盛）

（２）有効求職者数・求人数／有効求人倍率（万人） （倍）

（年、月）

新規求人数

新規求職申込件数

新規求人倍率（右目盛）

（１）新規求職申込件数・求人数／新規求人倍率（万人） （倍）

（年、月）

資料出所　厚生労働省「職業安定業務統計」をもとに厚生労働省政策統括官付政策統括室にて作成
（注）　１）「パートタイム」とは、１週間の所定労働時間が同一の事業所に雇用されている通常の労働者の１週間の所

定労働時間に比較し短い者を指す。
２）データは季節調整値。
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●おおむね全ての産業で人手不足感が強まる動きとなっている
労働力需給の動向を産業別に詳しくみていく。まず、短観を用いて、第１－(２)－21図によ
り、雇用人員判断D.I.の推移を産業別にみると、2019年には全ての産業で「不足」超であっ
たところ、2020年は感染症の拡大による景気減退の影響を受けて、全ての産業で人員の不足
感が弱まり、「宿泊・飲食サービス」「製造業」では「過剰」超に転じた。その後、2021年に
かけて「宿泊・飲食サービス」以外の産業ではおおむね一貫して人員の不足感が強まってお
り、「製造業」も2021年には「不足」超で推移している。「宿泊・飲食サービス」については、
感染状況やそれに伴う緊急事態宣言の発出等による行動制限の影響を受けて大きく変動し、
2021年は営業時間短縮措置が長期間にわたって実施されていたことなどから、唯一「過剰」
超の状態が続いていた。2021年12月調査の時点では「宿泊・飲食サービス」でも「不足」
超に転じているが、今後も感染状況やそれに伴う経済社会活動の水準の変化に応じて動向を注
視していく必要がある。

第１－（２）－21図 雇用人員判断D.I.の推移
○　雇用人員判断D.I.の推移を産業別にみると、2020年には、感染拡大の影響を受け、全ての産業で
人員の不足感が弱まっていたが、2021年は、「宿泊・飲食サービス」以外の産業ではおおむね一貫
して人員の不足感が強まっており、「宿泊・飲食サービス」でも2021年12月調査では「不足」超に
転じている。

全産業製造業

建設

卸・小売

運輸・郵便
情報通信 対事業所サービス

対個人サービス

宿泊・飲食サービス

全産業 製造業 建設 卸・小売 運輸・郵便

情報通信 対事業所サービス 対個人サービス 宿泊・飲食サービス

（「過剰」 「不足」、％ポイント）

（年、調査月）

資料出所　日本銀行「全国企業短期経済観測調査」をもとに厚生労働省政策統括官付政策統括室にて作成
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●2021年の新規求人はおおむね増加傾向にあるが、産業により増加傾向に差がみられる
次に、求人の動向について、産業別、職業別に詳しくみていく。
第１－（２）－22図は、新規求人の前年差の推移を産業別にみたものであるが、パートタイム
労働者を除く一般労働者4（以下この章において「一般労働者」という。）、パートタイム労働者
ともに新規求人数は2019年には前年差で減少に転じていたところ、2020年は、感染症の拡
大による景気減退の影響により、全ての産業において求人数が減少した。雇用形態別でみる
と、一般労働者の新規求人数は、「サービス業（他に分類されないもの）」「製造業」「卸売業，
小売業」「医療，福祉」等で、パートタイム労働者の新規求人数は、「卸売業，小売業」「宿泊
業，飲食サービス業」「医療，福祉」「サービス業（他に分類されないもの）」等で大幅な減少が
みられた。この結果、全体（パートタイムを含む一般労働者）の新規求人数では「卸売業，小
売業」「サービス業（他に分類されないもの）」「宿泊業，飲食サービス業」「医療，福祉」「製造
業」等で大幅な減少となった。
2021年は、おおむね全ての産業で新規求人数は増加傾向にあり、一般労働者では「製造業」

「サービス業（他に分類されないもの）」「建設業」等で、パートタイム労働者では「製造業」
等で求人が増加している。「卸売業，小売業」「宿泊業，飲食サービス業」「生活関連サービス
業，娯楽業」等では緊急事態宣言の発出等に伴う行動制限が続いた影響から新規求人数の回復
が弱く、産業により求人数の回復に差がみられる。

第１－（２）－22図 産業別・雇用形態別にみた新規求人数の動向
○　産業別に新規求人数の前年差をみると、2021年は、「建設業」「製造業」「サービス業（他に分類さ
れないもの）」等では、2020年の大幅減からの持ち直しがみられた一方で、「卸売業，小売業」「宿
泊業，飲食サービス業」「生活関連サービス業，娯楽業」等では、新規求人数の回復が弱く、産業間
で回復の動きに差がみられた。

（２）一般労働者（パートタイムを除く）

（前年差、万人）

（年）

その他

サービス業

（他に分類さ

れないもの）

医療 福祉
生活関連

サービス業

娯楽業宿泊業 飲食

サービス業 卸売業

小売業
運輸業 郵便業

製造業
建設業

合計（折線）

（１）総計（パートタイムを含む一般労働者）

（前年差、万人）

（年）

（３）パートタイム労働者

建設業 製造業 情報通信業 運輸業 郵便業

卸売業 小売業 宿泊業 飲食サービス業 生活関連サービス業 娯楽業 医療 福祉

サービス業（他に分類されないもの） その他 合計

（前年差、万人）

（年）

資料出所　厚生労働省「職業安定業務統計」をもとに厚生労働省政策統括官付政策統括室にて作成
（注）　１）2013年改定「日本標準産業分類」に基づく区分。

２）「その他」は、「農，林，漁業」「鉱業，採石業，砂利採取業」「電気・ガス・熱供給・水道業」「金融業，保
険業」「不動産業，物品賃貸業」「学術研究，専門・技術サービス業」「教育，学習支援業」「複合サービス事業」
「公務（他に分類されるものを除く）・その他」の合計。

４　常用及び臨時・季節を合わせた労働者をいう。常用労働者は雇用契約において雇用期間の定めがな
いか又は４か月以上の雇用期間が定められている労働者（季節労働を除く。）をいう。また、臨時労働
者は、雇用契約において１か月以上４か月未満の雇用契約期間が定められている労働者をいい、季節労
働者とは、季節的な労働力需要に対し、又は季節的な余暇を利用して一定の期間（４か月未満、４か月
以上の別を問わない。）を定めて就労する労働者をいう。
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●職業別の新規求人数についても回復状況に差がみられる
次に、第１－（２）－23図により、新規求人数の推移を職業別にみてみる。2019年には、パー
トタイムを除く常用労働者、常用的パートタイムともに減少に転じていた。2020年は、全て
の職業において求人数が減少し、パートタイムを除く常用労働者については「サービスの職
業」「専門的・技術的職業」「生産工程の職業」「事務的職業」「販売の職業」で、常用的パートタ
イムについては「販売の職業」「サービスの職業」「運搬・清掃・包装等の職業」で大幅に減少
している。この結果、全体（常用労働者）の新規求人数では「サービスの職業」「販売の職業」
「専門的・技術的職業」「生産工程の職業」等で大幅な減少となった。
2021年は、いずれの職業でも求人数はおおむね回復傾向にあり、パートタイムを除く常用
労働者、常用的パートタイムともに「生産工程の職業」「専門的・技術的職業」を中心に求人
数が増加している。一方、パートタイムを除く常用労働者では、「サービスの職業」「販売の職
業」、常用的パートタイムでは「販売の職業」「事務的職業」で新規求人数の回復が弱く、産業
別と同様、職業別の新規求人数についても、職業間で回復に差がみられる。

第１－（２）－23図 職業別にみた新規求人数の動向
○　職業別に新規求人数の前年差をみると、2021年は、「専門的・技術的職業」「生産工程の職業」等
で2020年の大幅減からの持ち直しがみられた一方で、「事務的職業」「販売の職業」「サービスの職
業」等では新規求人数の回復が弱く、職業間で回復の動きに差がみられた。

専門的・技術的職業 事務的職業 販売の職業 サービスの職業

保安の職業 生産工程の職業 輸送・機械運転の職業 建設・採掘の職業

運搬・清掃・包装等の職業 その他 職業計

（２）パートタイムを除く常用労働者
（前年差、万人）

（年）

運搬・清掃・包装

等の職業

輸送・機械運

転の職業

生産工程の職業
保安の職業

サービスの職業

販売の職業

事務的職業

専門的・技術

的職業

職業計（折線）

（年）

（１）常用労働者
（前年差、万人） （前年差、万人）

（３）常用的パートタイム

（年）

資料出所　厚生労働省「職業安定業務統計」をもとに厚生労働省政策統括官付政策統括官室にて作成
（注）　１）2011年改定「厚生労働省編職業分類」に基づく区分。

２）「農林漁業の職業」「管理的職業」は「その他」に含めて計算。
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●「宿泊業，飲食サービス業」では新規求人数の回復が弱い状況が続いた
さらに、第１－（２）－24図により、産業別の新規求人数の動向を2019年同月差でみる5と、
2020年１月以降おおむね全ての産業で新規求人数が2019年同月を下回る水準となっており、
特に、「卸売業，小売業」「宿泊業，飲食サービス業」「医療，福祉」「製造業」の減少幅が大き
かった。2021年は、年平均では2020年を上回る水準となり、「製造業」「医療，福祉」等は
減少幅の縮小がみられたが、その他の産業は依然として回復が弱く、「宿泊業，飲食サービス
業」では、減少幅が拡大している月もみられる。

第１－（２）－24図 産業別にみた新規求人数の動向
○　新規求人数の動向を産業別にみると、2020年１月以降おおむね全ての産業で新規求人数が2019
年同月の水準を下回っており、特に「卸売業，小売業」「宿泊業，飲食サービス業」「医療，福祉」「製
造業」では減少幅が大きかった。
○　2021年は、年平均では2020年を上回る水準となり、「製造業」「医療，福祉」などでは減少幅の
縮小がみられたが、その他の産業は依然として回復が弱く、「宿泊業，飲食サービス業」では減少幅
が拡大している月もみられる。

建設業製造業 情報通信業 運輸業 郵便業卸売業 小売業

宿泊業 飲食サービス業

生活関連サービス業 娯楽業

医療 福祉

サービス業（他に分類されないもの）

その他

合計（折線）

年平均
年平均

（ 年同月差、万人）

建設業 製造業 情報通信業

運輸業 郵便業 卸売業 小売業 宿泊業 飲食サービス業

生活関連サービス業 娯楽業 医療 福祉 サービス業（他に分類されないもの）

その他

（年、月）

資料出所　厚生労働省「職業安定業務統計」をもとに厚生労働省政策統括官付政策統括室にて作成
（注）　「その他」は、「農，林，漁業」「鉱業，採石業，砂利採取業」「電気・ガス・熱供給・水道業」「金融業，保険業」
「不動産業，物品賃貸業」「学術研究，専門・技術サービス業」「複合サービス事業」「教育，学習支援業」「公務（他
に分類されるものを除く）・その他」の合計。

５　産業別の新規求人数の動向を前年同月差でみた数値は付１－（２）－５表、前年同月比でみた数値は付
１－（２）－６表に掲載している。
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●新規学卒者の就職率・内定率は上昇傾向にあったが、2021年３月卒は低下、2022年３月
卒においては一部大学新卒者を除き横ばいか上昇している
第１－（２）－25図により、新規学卒者の就職率及び就職内定率の推移を卒業区分別にみてみ
る。新規学卒者の就職率及び就職内定率は、リーマンショック期にいずれの区分でも低下した
後、人手不足や景気拡大等を背景にしておおむね上昇傾向が続いていたが、感染症の影響によ
り、2021年卒の新規学卒者の就職率は低下となった。2022年卒の新規学卒者の就職率は、
高校新卒者は横ばい、短大新卒者及び専修学校（専門課程）新卒者では上昇したが、大学新卒
者ではやや低下となった。

第１－（２）－25図 高校・大学等の新規学卒者の就職（内定）率の推移
○　新規学卒者の就職率は、リーマンショック期にいずれの区分でも低下した後、2020年卒までは人
手不足や景気の拡大等を背景にして上昇傾向が続いていたが、感染拡大の影響により2021年卒の新
規学卒者ではいずれも低下となった。
○　2022年卒の新規学卒者の就職率は、高校新卒者は横ばい、短大新卒者及び専修学校（専門課程）
新卒者では上昇したが、大学新卒者ではやや低下した。

就職内定率 月末

就職内定率 月末

就職率 ３月末

（１）高校新卒者（％）

（年３月卒）

就職内定率 月１日

就職内定率 月１日

就職内定率 ２月１日

就職率 ４月１日

（３）短大新卒者（％）

（年３月卒）

就職内定率 月１日

就職内定率 月１日

就職内定率 ２月１日
就職率 ４月１日

（４）専修学校（専門課程）新卒者（％）

（年３月卒）

就職内定率 月１日

就職内定率 月１日

就職内定率 ２月１日
就職率 ４月１日

（２）大学新卒者（％）

（年３月卒）

資料出所　文部科学省「高校卒業（予定）者の就職（内定）に関する調査」、厚生労働省・文部科学省「大学等卒業者の
就職状況調査」をもとに厚生労働省政策統括官付政策統括室にて作成。

（注）　１）高校新卒者の21年３月卒については、新型コロナウイルス感染症の影響により、選考開始時期を１か月
後ろ倒ししたため、11月末現在と１月末現在の数値となっている。

２）短大新卒者の数値は、女子学生のみを抽出したものとなっている。
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●転職者数は2019年まで増加傾向が続いたが、2020年以降は減少傾向となっている
これまでにみた労働力需給の動向も踏まえ、労働移動の状況について、転職者(過去1年以
内に離職経験のある就業者）の動向をみていく。第１－(２)－26図の（１）により、転職者数
の推移をみると、リーマンショック期の2009年～2010年にかけて大幅に落ち込んだのち、
労働力の需給の改善が進む中で2011年以降増加を続け、2019年は353万人となった。しか
し、感染症の影響で2020年、2021年と減少が続き、290万人まで減少している。
こうした転職者数の変動の背景をみるため、同図の（２）で前職の離職理由別の転職者数の
推移（前年差）をみると、「より良い条件の仕事を探すため」という理由が労働力需給の動向
を反映して大きく変動しており、雇用情勢が良好な時期に増加し、厳しい時期に減少してい
る。また、転職者全体の動きは、「より良い条件の仕事を探すため」という理由による転職者
の動向に結果的に左右されていることが分かる。他方、「会社倒産・事業所閉鎖のため」「人員
整理・勧奨退職のため」「事業不振や先行き不安のため」という理由による転職者は、リーマ
ンショック期の2009年のように、雇用情勢が厳しい時期に増加し、雇用情勢が良好な時期に
減少する傾向がある。2020年以降についてみると、感染症の影響により、「人員整理・勧奨
退職のため」という理由による転職者が増加した一方、「より良い条件の仕事を探すため」と
いう理由による転職者が大きく減少したこと等により、転職者数は大きく減少している。

第１－（２）－26図 転職者数の推移等
○　転職者数（過去１年以内に離職経験のある就業者）の推移をみると、2011年以降、堅調に増加し
ていたが、2020年の感染症の影響により大幅に減少し、2021年は、２年連続の大幅減となった。
○　前職を離職した理由別に転職者数の前年差をみると、2021年は、2020年に続き「より良い条件
の仕事を探すため」に離職した者の数が大幅に減少した。

（２）前職離職理由別にみた転職者数の推移

会社倒産・事業所閉鎖のため 人員整理・勧奨退職のため

事業不振や先行き不安のため 定年又は雇用契約の満了のため

より良い条件の仕事を探すため 結婚・出産・育児のため

介護・看護のため 家事・通学・健康上の理由のため

その他 理由計

（前年差、万人）

（年）

（１）転職者数の推移（万人）

（年）

資料出所　総務省統計局「労働力調査（詳細集計）」をもとに厚生労働省政策統括官付政策統括室にて作成
（注）　１）転職者とは、就業者のうち前職のある者で、過去1年間に離職を経験した者をいう。

２）転職者数の推移については、時系列接続用数値による。2011年の数値は東日本大震災の影響により全国
集計結果が存在しないため、補完推計値(新基準）を使用している。

３）前職離職理由別転職者数の推移については、前職が非農林業雇用者で過去１年間の離職者数。
４）前職離職理由別転職者数の推移については、2011年は全国集計結果が存在しないため、2012年について
は2010年との差である。

５）2018年～2021年までの前職離職理由別にみた転職者数の数値は、ベンチマーク人口を2020年国勢調査
基準に切り替えたことに伴い、新基準のベンチマーク人口に基づいた数値。
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●労働移動者の総数はおおむね全ての産業で減少がみられる
さらに、産業ごとの労働移動の動向についてみていく。
まず、第１－（２）－27図により、どのような産業において労働移動（同一産業内、他産業間
いずれも含む。）が活発な傾向にあるかをみてみる。同図の（１）は労働移動の多い主要10産
業それぞれにおける労働移動者（過去１年以内に離職経験のある就業者。以下同じ。）の「送
出数」と「受入数」について2013年から感染症の影響を受ける前の2019年までの平均の数
を示したものである（同一産業内での移動を含む。）。これによると、「卸売業，小売業」「製造
業」「医療，福祉」等で労働移動者の総数が多いことが分かる。「送出数」「受入数」の動向をみ
ると、「宿泊業，飲食サービス業」「卸売業，小売業」等では送出数が受入数を上回る（送出超
過）一方、「医療，福祉」「サービス業（他に分類されないもの）」「情報通信業」等では受入数
が送出数を上回っている（受入超過）。
続いて、同図の（２）により、2019年～2021年にかけての各産業における「送出数」「受
入数」の変化をみると、労働移動者数全体の減少に伴い、おおむね全ての産業で「送出数」「受
入数」ともに減少している。特に、2013年～2019年の平均の「送出数」「受入数」の水準か
らみると、「卸売業，小売業」「製造業」「宿泊業，飲食サービス業」では「送出数」「受入数」
ともに比較的減少幅が大きく、「医療，福祉」「情報通信業」では比較的減少幅が小さい。

第１－（２）－27図 産業別にみた労働移動の動向①（全体の状況）
○　主な産業別に2013年～2019年の労働移動者の「送出数」と「受入数」をみると、「卸売業，小
売業」「製造業」「医療，福祉」などで労働移動者の数が多いことが分かる。また、「宿泊業，飲食サー
ビス業」「卸売業，小売業」などでは「送出数」が「受入数」を上回っており（送出超過）、「医療，
福祉」「サービス業（他に分類されないもの）」「情報通信業」などでは「受入数」が「送出数」を上
回っていた（受入超過）。
○　2019年～2021年の「送出数」と「受入数」の変化をみると、労働移動者数全体の減少に伴いお
おむね全ての産業で労働移動者の数が減少する中で、特に「製造業」「宿泊業，飲食サービス業」で
は比較的減少幅が大きく、「医療，福祉」「情報通信業」では比較的減少幅が小さい。

卸売業，

小売業

製造業 医療，福祉 宿泊業，

飲食サービス業

サービス業

（他に分類されないもの）

運輸業，郵便業 建設業 教育，

学習支援業

生活関連サービス業，

娯楽業

情報通信業

（１）労働移動の多い産業における送出数と受入数（ 年～ 年の平均）（万人）

送出

受入

卸売業，

小売業

製造業 医療，福祉 宿泊業，

飲食サービス業

サービス業

（他に分類されないもの）

運輸業，郵便業 建設業 教育，

学習支援業

生活関連サービス業，

娯楽業

情報通信業

（２）各産業における送出数・受入数の変化（ 年～ 年の変化）
（ 年差、万人）

送出

受入

資料出所　総務省統計局「労働力調査（詳細集計）」をもとに厚生労働省政策統括官付政策統括室にて作成
（注）　１）ここで「労働移動者」とは、過去１年以内に離職経験のある就業者数を指す。

２）「受入側」「送出側」とは、それぞれ過去１年以内に離職経験のある者の現職の産業及び前職の産業を指す。
３）2018年～2021年の数値は、ベンチマーク人口を2020年国勢調査基準に切り替えたことに伴い、新基準
のベンチマーク人口に基づいた数値。
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●産業内、産業間の労働移動はいずれも全体的に減少しているが、一部の産業では産業内の移
動が増加する動きもみられる
次に、第１－（２）－28図により、主な産業における同一産業内、他産業間における労働移動
の状況についてみてみる。同図の（１）は、労働移動の多い主な産業における転職者の受入数
のうち、2013年～2019年の平均の同一産業からの移動者、他産業からの移動者のそれぞれ
の割合をみたものである。これによると、「医療，福祉」「製造業」「宿泊業，飲食サービス業」
等では比較的同一産業からの移動が多いのに対し、「サービス業（他に分類されないもの）」「生
活関連サービス業，娯楽業」「運輸業，郵便業」等では他産業からの移動が比較的多いことが
分かる。
続いて、同図の（２）により、2019年～2021年の変化をみると、同一産業からの移動に
ついては「情報通信業」を除く産業で減少しており、「製造業」「宿泊業，飲食サービス業」で
の減少が大きい。他産業からの移動については「生活関連サービス業，娯楽業」を除く産業で
減少しており、「製造業」で大きく減少し、「運輸業，郵便業」「卸売業，小売業」「宿泊業，飲
食サービス業」等でも減少している。

第１－（２）－28図 産業別にみた労働移動の動向②（同一産業・他産業からの移動の状況）
○　主な産業別に、転職入職者の「同一産業からの移動」と「他産業からの移動」の割合をみると、
「医療，福祉」「製造業」「宿泊業，飲食サービス業」等は比較的同一産業からの移動が多いのに対し、
「サービス業（他に分類されないもの）」「生活関連サービス業，娯楽業」「運輸業，郵便業」等は比較
的他産業からの移動が多い。
○　2019年～2021年の変化をみると、労働移動者全体の減少に伴い「情報通信業」を除く多くの産
業で転職入職者が減少した。

卸売業，小売業 医療，福祉 製造業 宿泊業，

飲食サービス業

サービス業

（他に分類されないもの）

建設業 運輸業，郵便業 教育，学習支援業 生活関連サービス業，

娯楽業

情報通信業

（１）各産業における同一産業及び他産業からの移動者の割合（ 年～ 年の平均）
（％）

卸売業，小売業 医療，福祉 製造業 宿泊業，

飲食サービス業

サービス業

（他に分類されないもの）

建設業 運輸業，郵便業 教育，学習支援業 生活関連サービス業，

娯楽業

情報通信業

（２）同一産業からの移動及び他産業からの移動の変化（ 年～ 年の変化）

同一産業からの移動 他産業からの移動

（ 年差、万人）

資料出所　総務省統計局「労働力調査（詳細集計）」をもとに厚生労働省政策統括官付政策統括室にて作成
（注）　2018年～2021年までの数値は、ベンチマーク人口を2020年国勢調査基準に切り替えたことに伴い、新基準

のベンチマーク人口に基づいた数値。
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●産業間の労働移動は減少傾向にあるものの、一部の産業間では労働移動者が増加している動
きもみられる
さらに、第１－（２）－29図により、産業間の労働移動の状況をみてみる。同図の（１）は、
産業間で労働移動をした者について、現職の産業別に前職の産業（どの産業から移動してきた
か）を2013年～2019年の平均でみたものである。これをみると、「製造業」や「卸売業，小
売業」では他の産業からの移動を比較的多く受け入れていることが分かる。また、「卸売業，
小売業」と「宿泊業，飲食サービス業」との間、「製造業」と「卸売業，小売業」との間で相
互の移動が多いほか、「サービス業（他に分類されないもの）」から「製造業」や「卸売業，小
売業」への移動も比較的多い。
同図の（２）により2019年～2021年にかけての変化をみると、労働移動者全体の減少に
伴い、多くの産業間で労働移動者が減少する中、「建設業」「情報通信業」「医療，福祉」では比
較的産業間移動の減少は小さかった。また、「医療，福祉」から「教育，学習支援業」、「建設
業」から「医療，福祉」など、労働移動者が増加する動きもみられる。

第１－（２）－29図 産業別にみた労働移動の動向③（産業間の移動の状況）
○　2013年～2019年にかけての産業間の移動の状況をみると、「製造業」「卸売業，小売業」等では
他産業からの移動を多く受け入れている。また、「卸売業，小売業」と「宿泊業，飲食サービス業」
との間、「製造業」と「卸売業，小売業」との間等では、相互の移動が多い。
○　2019年～2021年の変化をみると、労働移動者数全体の減少に伴い、多くの産業間で労働移動者
が減少する中、「建設業」「情報通信業」「医療，福祉」では比較的産業間での移動の減少は小さく、
一部の産業間では労働移動者の増加の動きもみられる。

①
②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨
⑩

⑪

建設業 製造業 情報通信業 運輸業，郵便業 卸売業，小売業 宿泊業，

飲食サービス業

生活関連サービス業，

娯楽業

教育，学習支援業 医療，福祉 サービス業

（他に分類されないもの）

その他

（１）産業別にみた他産業から移動してきた就業者数（ ～ 年の年平均）
（前職の産業、万人）

（現職の産業）

建設業 製造業 情報通信業 運輸業，郵便業 卸売業，小売業 宿泊業，

飲食サービス業

生活関連サービス業，

娯楽業

教育，学習支援業 医療，福祉 サービス業

（他に分類されないもの）

その他

（２）産業別にみた他産業から移動してきた就業者数の変化（ 年～ 年の変化）

①建設業 ②製造業 ③情報通信業 ④運輸業，郵便業 ⑤卸売業，小売業 ⑥宿泊業，

飲食サービス業

⑦生活関連サービス業，

娯楽業

⑧教育，学習支援業 ⑨医療，福祉 ⑩サービス業

（他に分類されないもの）

⑪その他

（前職の産業、 年差、万人）

（現職の産業）

資料出所　総務省統計局「労働力調査（詳細集計）」をもとに厚生労働省政策統括官付政策統括室にて作成
（注）　１）「その他」は「建設業」「製造業」「情報通信業」「運輸業，郵便業」「卸売業，小売業」「宿泊業，飲食サービ

ス業」「生活関連サービス業，娯楽業」「教育，学習支援業」「医療，福祉」「サービス業（他に分類されないも
の）」以外の合計。

２）同一産業の労働移動は除いたもの。
３）2018年～2021年の数値は、ベンチマーク人口を2020年国勢調査基準に切り替えたことに伴い、新基準
のベンチマーク人口に基づいた数値。
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